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　有機農産物を給食に活用する自治体の増加は、
２６年度から小学校給食を無償化する政府の法整備
や仕組み作りにも影響しそうです。
　調査は２０年度から毎年実施。全国約１７４０市区

町村のうち、同年度１２３、２１年度１３７だったのが、
みどりの食料システム法が施行された２２年度は１９３
と飛躍的に増え、２３年度は３００に迫る勢いを見せ
ます。このうちの大半を、有機農業を地域全体で進
める「オーガニックビレッジ」が占め、同ビレッジに取
り組む１３１市町村の９割が、給食に有機食品を導
入していました。
　品目別の市区町村数では、有機米使用が２１年
度（４１）から３倍超の１２７、有機野菜は同（９９）
の２倍近い１８９に急伸。有機農産物の提供回数は
年５回以下が最多の１２０（４５％）、年６～２０回４７（１
８％）、年２１～５０回３８（１４％）と続き、年１０１回
以上も３４（１３％）ありました。
　同省農業環境対策課によると、有機農産物を給
食用に出荷した場合、ほとんどが市場と比べて高値
で安定しており、生産者が安心して有機農業に転
換、面積を広げる動機になっています。また、農薬
や化学肥料の使用量を制限する特別栽培米を使う
自治体も増え、環境に負荷をかけない農法の定着が
進んでいます。
　一方、昨年来の米不足に伴う値上がりで、慣行
栽培米の価格が有機栽培米や特別栽培米の給食
用価格と同等か上回る“逆転現象”も発生。有機
移行にブレーキがかかっています。
　石破茂首相は今国会の参院予算委員会で、給
食無償化への取り組みを問われ、地産地消と有機
農産物を「導入すべきだ」との考えを示しています。

　農水省は２５日、２０２３年度に学校給食で有機
農産物を使った自治体が２７８市区町村となり、過
去最多だった２２年度を４割以上も上回ったとする調
査結果を公表しました。子どもを育む給食を「出口」
にすることで、有機農業に取り組む農家の意欲と所
得の向上につながります。有機農業を大幅に拡大す
る「みどりの食料システム戦略」の目標達成に向け
ても、給食を重視する流れが加速しています。
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環境重視の流れ加速
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学校給食で有機農産物を
活用する市区町村数

（出所・農水省調査）




